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一般社団法人日本消防放水器具工業会 業務委員会規程 

 

平成 ２年 ５月２２日制定 

平成 ６年 ７月１３日改正 

平成２４年 ４月 １日改正 

令和 ５年 ２月２７日改正 

令和 ５年１１月 ９日改正 

 

（名称） 

第１条 本委員会は、一般社団法人日本消防放水器具工業会業務委員会（以下「業

務委員会」という。）と称する。 

 

（業務） 

第２条 本委員会は、一般社団法人日本消防放水器具工業会の運営全般に関して

協議し、理事会に対する答申及び建議を行う。 

 

（構成及び組織） 

第３条 本委員会の委員は、委員長が指名する。 

 

第４条 本委員会に委員長１名、副委員長１名以内を置く。 

 

第５条 委員長は、理事会の承認を得て会長が委嘱し、その任期は２年とする。

ただし、留任を妨げない。 

２ 副委員長は委員長が指名し､任期は委員長に準ずる。 

 

第６条 委員長は、本委員会を代表して会務を総括する。 

２ 副委員長は委員長を補佐し、委員長に事故あるときはその職務を代行する。 

 

（決議） 

第７条 本委員会の決議は、原則として出席委員の過半数の同意をもってこれを

決し、その後に開かれる理事会へ報告あるいは承認を取らなれればならない。 

 

附 則 

１．この規程は、平成２年５月２２日から施行する。 

２．この規程の改正は、令和５年２月２７日から施行する。 

３ この規程の改正は、令和５年１１月９日から施行する。 



一般社団法人日本消防放水器具工業会 技術委員会規程 

 

平成 ２年 ５月２２日制定 

平成 ６年 ７月１３日改正 

平成２４年 ４月 １日改正 

令和 ５年 ２月２７日改正 

令和 ５年１１月 ９日改正 

 

（名称） 

第１条 本委員会は、一般社団法人日本消防放水器具工業会技術委員会

（以下「技術委員会」という。）と称する。 

 

（業務） 

第２条 本委員会は、次の業務を行う。 

（１） 理事会の諮問に対する答申及び建議。 

（２） 消防用ホースに使用する差込式又はねじ式結合金具、消防用吸管

に使用するねじ式結合金具、易操作１号消火栓、２号消火栓、広範

囲型２号消火栓、補助散水栓、消火栓等開閉弁、送水口及び消防用

結合金具に接続する消防用接続器具等の合理化の調査研究。 

（３） 消防用結合金具、消火栓設備器具等及び消防用接続器具の規格、

基準及び品質評価、認定評価等に関する調査研究。 

（４） 消防用結合金具、消火栓設備器具等及び消防用接続器具に関する

技術的問題の調査研究。 

（５） 消防用結合金具、消火栓設備器具等及び消防用接続器具の設備に

関する基準等の調査研究。 

（６） 国内・国外の関係法規及び検定の実状等の調査研究。 

（７） その他、必要な事項。 

 

（構成及び組織） 

第３条 本委員会の委員は、委員長が指名する。 

 

第４条 本委員会に委員長１名、副委員長１名以内を置く。 

 

第５条 委員長は、理事会の承認を得て会長が委嘱し、その任期は２年と

する。ただし、留任を妨げない。 

２ 副委員長は委員長が指名し､任期は委員長に準ずる。 



 

第６条 委員長は、本委員会を代表して会務を総括する。 

２ 副委員長は委員長を補佐し、委員長に事故あるときはその職務を代行

する。 

 

（決議） 

第７条 本委員会の決議は、原則として出席委員の過半数の同意をもって

これを決し、その後に開かれる理事会へ報告あるいは承認を取らなれれ

ばならない。 

 

附 則 

１．この規程は、平成２年５月２２日から施行する。 

２．この規程の改正は、令和５年２月２７日から施行する 

３ この規程の改正は、令和５年１１月９日から施行する。 


